［様式１］
公募型プロポーザル参加申請書兼誓約書

令和　　年　　月　　日
大阪市政策企画室長　様

住所又は
事業所所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	
	
	
	


大阪市入札参加資格承認番号

　次の業務に係る公募型プロポーザルに参加したいので、必要書類を添えて参加申請するとともに、本プロポーザル参加に際して、次の事項について事実に相違ないことを誓約します。
なお、是正の必要が生じたときには、貴室と十分協議し、誠意を持って改善措置に講じ、円滑な業務遂行に努めます。

１　業務名称
令和８年度広聴機能強化研修（市民の声を「かたち」に）業務委託

２　誓約事項
(1) 事業所所在地など、申請内容に変更が生じた場合、速やかに業務担当部局に報告します。
(2) 当社は、地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しません。
(3) 当社は、直近１ヵ年において、本店所在地の市町村民税並びに固定資産税を完納しています。
(4) 当社は、直近１ヵ年において、消費税及び地方消費税を完納しています。
(5) 当社は、経営状態が著しく不健全であると認められる者（会社更生法に基づく更生手続の開始の決定、又は民事再生法に基づく再生手続開始決定を受けた者を除く）には該当しません。
(6) 当社は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていません。
(7) 当社は、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていません。また、同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しません。
(8) 当社は、令和３年４月１日から参加申請までの間に、官公庁又は民間企業において官公庁または民間企業において、市民または顧客相談窓口職員に対する研修の業務実績を有します。
(9) 本申請において、虚偽の申請があった場合、又、参加申請必要書類を提出してから契約締結までの期間において、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けた場合は、プロポーザルへの参加が取り消されることに同意します。
(10)この契約の履行期間中に、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けた場合は、契約が解除されることに同意します。
(11)契約後は、業務担当部局と十分に調整を図るとともに、誠意をもって必ずこれを履行します。

３　提出書類
	項番
	書類内容
	部数
	形態
	備考

	1
	使用印鑑届
	正本１部のみ
	様式２
	

	2
	実績・実施体制調書
	正本１部のみ
	様式３
	(参考)研修企画書作成要領

	3
	印鑑証明書または
印鑑登録証明書
	各１部
	写し不可
	参加申請時点で発行日から３ヵ月以内のもの。

	4
	直近１ヵ年分の本店所在地の市町村民税並びに固定資産税の納税証明書
	
１部のみ
	
写し可
	参加申請時点で発行日から３ヵ月以内のもの。

	5
	直近１ヵ年分の消費税及び地方消費税の納税証明書
	
１部のみ
	
写し可
	参加申請時点で発行日から３ヵ月以内のもの。


※令和７・８・９年度本市入札参加有資格者名簿に登載されているものについては、１及び３～５を省略できるものとする。
※１及び３については、契約相手方として選定された後、契約締結するまでの間に提出すること。

４　連絡先
部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　
　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号　　　　　　　　　　　　　

Eメール　　　　　　　　　　　　　
